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は じ め に

近年，市場経済のグローバル化は，企業規模の大小を問わず企業に地球的規

模での経営資源の最適化を求めるとともに，厳しい市場競争下，企業に新しい

市場の創造を求めてもいる。

従来，国際経営の分野では，多くの研究が「多国籍企業」とよばれる大規模

企業における事業戦略や経営管理等の領域にその焦点を当ててきたと言えよ

う。１）

本稿は，日本の地方都市（愛媛県松山市とその周辺を含む）に所在する製造

企業（中小規模の事業所を含む）を対象に，これら製造企業がどのような経緯

により海外市場へ参入していったのか，さらには海外市場へ参入する際いかな

る要因がこれら製造企業にとって重要視されたのかについて，アンケート調査

並びにインタビュー調査を実施し，その調査結果の概要を纏めたものである。



筆者による今回の調査では，対象となった製造企業の数が少なく，事例にも

偏りが見られるため，少数の事例研究から意味ある論理的帰結を見いだし，製

造企業における海外市場進出に関する斉一性をもった理論化を図ることは困難

であると思われる。

他方，今回の調査結果を通じて，地方都市に所在する製造企業が海外市場へ

参入或いは展開する際，如何なる優位性を持つことが海外市場への参入や展開

を促進するかという点について，重要な要因を見いだせるのではないかと思わ

れる。

上記のような点において，本稿が地域に所在する製造企業の海外市場参入に

関する研究発展の一助になるのであれば，本稿の意義も少なからずあるものと

思われる。

�．企業の多国籍化に伴う経営管理の発展と事業展開の特徴

企業が海外に事業展開を行う際，企業はどのような発展過程を経て事業をグ

ローバルに運営していくのであろうか。

横浜国立大学の茂垣広志教授によれば，企業が多国籍的に事業展開を行うに

従って，企業では経営管理に質的な変容が生ずると指摘される。

表１は，茂垣広志教授によって作成された企業の多国籍化の発展段階のモデ

ルを示したものである。このモデルでは，企業が６つの発展段階を通じて多国

籍化を図ろうとするその過程と各段階に見られる経営管理に関する特徴に焦点

を当てている。２）

以下では，このモデルを援用し，企業の海外市場への参入とその展開という

市場戦略との関わりを軸に，事業のグローバル化とその管理・運営に関する特

徴について考察を行う。

� 「間接輸出」（第１段階）

海外への事業展開の第１段階は，「間接輸出」によるものである。海外市場
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への参入は，多くの場合，「海外からの偶然の引き合い」により始まる。この

場合，自国における生産形態は，自社ブランドによる製品供給ではなく，OEM

（相手先ブランドを利用）供給や PB（プライベート・ブランドを利用）製品

の生産が多い。いずれの場合においても，海外取引契約や貿易知識，或いは参

入国（投資受入国）に関する情報については未知の部分が多い。このため，当

該企業は情報へのアクセスや知識・ノウハウの欠如からそれらに精通した業

者，例えば，総合商社等を利用することが一般的である。また，当該企業自ら

が輸出業務を行うためには専門の担当業務の設置や人材を必要とするが，自社

内における経営資源やコスト上の制約が存在するため，これらについても専門

的知識とノウハウを持つ仲介業者を用いる場合が多い。３）

神戸大学の吉原英樹教授によれば，日本企業は国際経営戦略として，戦前及

び戦後昭和３０年代半ば頃迄，総合商社など商社の販売網を通じての「間接輸

出」が，輸出全体の中で大きな割合を占めていたと指摘されている。なぜ，総

発展段階 活動の特徴 国際経営組織 経営のパースペクティブ

間 接 輸 出 他社
（中間業者に依存） なし（国内組織） 国内志向的

直 接 輸 出
・現地販売会社設立
・現地でのマーケ
ティング展開

輸出部
国際事業部
（海外事業部）

海外への視野の広がり

現 地 生 産 ・現地組立工場設立
・現地一貫工場設立

・現地志向
・主要現地市場重視の経営

開発の現地化
・現地仕様への設計
機能

・現地向け製品開発

地 域 内
ネットワーク

NAFTA，EUなど
地域内分業の展開

地域別事業部制
地域本社制

・地域志向
・地域内の関連を重視

グローバル
ネットワーク

・グローバルな企業
内国際分業

・グローバル統合化

世界的製品別事業部
グローバル・マトリックス
グローバル・ネットワーク

・世界志向
・地域間の連携を重視
・国家特殊性に基づく活動
の配置

表１ 経営国際化の発展段階

（出所） 茂垣広志（２００１年）『グローバル戦略経営』学文社，５０頁。
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合商社などを通じる「間接輸出」が，戦後昭和３０年代半ば頃迄盛んであった

かについて，吉原英樹教授は次の３つの理由を指摘されている。

第１は，当時の製造企業には資金力の制約などの理由から，輸出のための販

売投資を大幅に節約できる「間接輸出」という手法は，製造企業にとって大き

な魅力であったこと。

第２は，総合商社の存在である。即ち，製造企業は既存の総合商社の販売網

を利用することで，自らが独自に販売に関する流通チャネルを構築することな

しに海外市場へ製品の輸出が可能となっていたこと。

第３は，日本の製造企業の輸出製品に見られる特徴にその一因があったこ

と。即ち，戦前および戦後昭和３０年代半ば頃迄の主要輸出品は，ブランドそ

の他の差別化マーケティングの要素をあまり備えておらず，また特別に高度な

技術（製品技術や生産技術）を有するものではなかった。そのため，総合商社

などを通じての「間接輸出」による製品の販売においても，それ程問題となる

事態は生じなかった。

一方，昭和４０年代頃から，カラーテレビや乗用車などの差別化製品やコン

ピュータ・電子機器・工作機械などの高技術製品については，「間接輸出」に

よるデメリットが表面化し，次第に「直接輸出」へと変わっていくことになる。４）

� 「直接輸出」（第２段階）

海外への事業展開の第２段階は，「直接輸出」による事業展開である。「間接

輸出」により海外市場へ参入し，海外での売上が増加し輸出が伸びてくると，

「間接輸出」のメリットよりもデメリットの方が大きくなる業種も出てくる。

総合商社などを通じる「間接輸出」から製造企業が自社の輸出部門を通じて

行う「直接輸出」へ変化をもたらすことについて，吉原英樹教授は次のような

理由を指摘されている。

第１は，「間接輸出」のメリットが薄れたこと。即ち，日本の輸出で中心的

位置を占める製造企業には優良企業が多く，輸出のための販売投資を節約でき
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る「間接投資」というメリットの魅力が絶対的でなくなったこと。

第２は，「間接輸出」のデメリットが表面化してきたことである。

さらに，それは，「間接輸出」から「直接輸出」への転換をもたらした最大

の理由であると吉原英樹教授は指摘される。５）

吉原英樹教授によれば，「間接輸出」のデメリットとは，以下のような事項

である。

・メーカーとユーザーの中間に商社が介在するため，メーカーはユーザーのニ

ーズを�みにくい。

・メーカーはユーザーへの差別化マーケティング（広告宣伝，販売店助成，価

格政策など）を実施しにくい。

・メーカーは，ユーザーへのアフターサービスや技術サービスを実施しにく

い。６）

上記の問題点を纏めると，製造企業と最終需要家の間に総合商社などの仲介

業者が数多く介在することにより，製造企業とユーザーの間に情報ループを形

成することが難しいことにある。

製造企業からユーザーへの情報，またユーザーから製造企業への情報が，迅

速にそして歪みなく流れることが望ましいことであるが，総合商社などの仲介

業者が製造企業とユーザーとの間に介在する場合，この情報ループを作り上げ

ることは極めて困難となる。特に，製品の差別化により市場競争を展開する製

造企業にとって，このような情報ループの形成は，極めて重要な戦略的意味を

もつことになる。７）

茂垣広志教授によれば，製品差別化に基づく競争を行う製造企業にとって，

情報のループを形成することは極めて重要であると指摘される。さらに，情報

のループを形成することの重要性は，製品差別化戦略特有の要因に基づくもの

であると指摘される。その要因とは，次のような事項である。
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・製品の差別化を行う場合，ユーザーに受け入れられる差別化が必要であり，

現地市場情報の入手は製品開発においても不可欠であること。

・差別化製品をユーザーに認知されるためには，現地での差別化マーケティン

グも必要であること。８）

茂垣広志教授によれば，このような製品差別化による市場競争を製造企業が

行うには，自社のコントロールが効率的になされる手法が必要になってくると

指摘される。

「直接輸出」の場合，一般に当該企業自らが輸出業務を担う形態を意味する

が，海外では自社販売子会社を設置せずに現地の仲介業者にすべてを任せるケ

ースと現地に自社販売子会社を設立するパターンがあるが，現地に自社販売子

会社を設置する場合の方が，情報ループの完成度が高くなる。９）

� 「現地生産」（第３段階）

海外への事業展開の第３段階は，「現地生産」による事業展開である。海外

における販売子会社設立の次の段階として，「現地生産」が行われるようにな

る。

海外での現地生産には，現地市場に販売する目的で現地生産を行う場合（現

地市場志向型）と外国市場に輸出する目的で現地生産を行う場合（輸出志向型）

の２つに分けられる。

一般に，現地生産を開始する主な理由は，国際的な事業環境の変化とライバ

ル会社の行動によるものと考えられる。即ち，投資受入先である現地政府によ

る国内産業保護，雇用確保，国際収支の赤字是正等を目的とした輸入品に対す

る規制，為替変動，そしてライバル会社（現地国企業および外国企業を含む）

の現地生産の開始というような事柄である。

現地生産に関する決定は，様々な自社内の要因と現地環境に関わる要因の重

要度とその組み合わせにより決定されることになる。

３６ 松山大学論集 第１６巻 第５号



茂垣広志教授によれば，現地での生産開始について，その意思決定を行う上

で，当該企業が検討を必要とする要因として，次のような要因を指摘される。

・独自生産技術の保有 ・ノウハウ・技術・知識等の移転能力

・現地法人の管理能力 ・現地環境に関する情報収集能力

・現地市場での販売能力 ・トップの経営志向性

また，現地環境に関する環境要因として，次のような要因も検討が必要にな

ると指摘されている。

・現地市場の規模 ・現地での関連産業の集積度

・現地国政府の投資政策 ・競争構造の変化

・為替レートの変動１０）

企業が海外生産を始める場合，生産の初期段階から現地で一貫生産を行うこ

とは一般的ではない。通常は，製品の加工或いは組立だけを行い，部品や材料

は日本から供給されることになる。その主な理由は，輸送費や関税等が完成品

（素材・部材・コンポーネント等の製品）の原価よりも安価であったためであ

る。

このような生産形態の継続とともに，投資受入先である現地国においては，

貿易摩擦の解消，雇用の改善，生産・技術移転を伴わない生産形態等の諸問題

が累積されることにより，次第に製品の加工や組立という生産方式（このよう

な生産形態は「スクリュードライバー生産」とよばれる）での現地生産は日本

企業にとって困難なものになってきた。

特に，日本企業の海外現地法人の事業運営における１つの課題として，日本

企業はこれまで日本的生産システムを基礎として国際競争力を向上させてきた

が，その競争力の源泉である日本的生産システムを如何に海外の現地工場に移
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転可能か否かが，国際競争力の維持という点から重要になってきた。

さらに，商慣行や勤労意識等の異なる投資受入国の環境に対し，日本的マネ

ジメントを導入することによりもたらされる問題について，海外事業を展開す

る日本企業が解決すべき課題は山積されていると言えよう。１１）

� 「開発の現地化」（第４段階）

「開発機能の現地化」とは，現地生産により研究開発機能の一部が現地で展

開されることを意味する。開発機能の現地化は，一般に次のような過程で進む

と考えられる。

まず，製品の現地適応化である。これは，本国で開発された製品を現地市場

の仕様に合わせることから始まる。即ち，製品の現地市場向けのマイナーチェ

ンジである。これを行うためには，多くの場合，現地工場に付属する形で担当

部署が設置されるが，基本設計は本国においてなされており，本格的な製品開

発の段階ではない。

次に，現地における製品開発の開始である。これは，現地市場での消費者ニ

ーズに適合した製品・デザイン・サービスを提供するためには，現地市場内で

開発活動を行うことが重要になってくることを意味する。同時に，本格的な現

地製品の開発への移行は，現地特有の消費者ニーズの存在という事柄だけでな

く，市場規模や製品技術等の競争条件や現地法人の開発技術能力のレベルにも

依存することになる。１２）

現地国における製品開発機能の現地化は，同時に生産設備の現地化も必要と

なる。一般に，本国の親工場に比較して，海外の生産現場での生産量は少なく，

さらに，現地作業員の技能レベルも相対的に低く，現地における関連産業の集

積度も低い場合が多い。このような環境下，現地の事業規模や生産・技術に適

合した生産設備・技術を自ら開発する力を現地の生産現場が持つことは，現地

における競争優位性を維持していく上で，極めて重要な事柄となる。１３）

最後に，製品開発から販売・アフターサービスまで多くの機能が現地法人に
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移転され，現地法人自らが現地で一貫したビジネスシステムを備えるようにな

る。このような段階まで到達した企業では，現地生産と製品開発能力の高度化

により，現地でのビジネスチャンスとして事業の拡大や多角化への可能性がよ

り一層大きなものとなる。１４）

�「地域内ネットワーク」（第５段階）

間接輸出，直接輸出，現地生産，開発の現地化の各過程に共通することは，

現地での市場活動に必要な事業活動の移転であり，本国と現地国市場との２国

間の分業関係と見ることができる。

一方，海外での販売および製造活動の拡大，さらには開発拠点の増加は，そ

れらの相互間をどのように統合するかという問題を企業にもたらすようにな

る。つまり，世界的規模で構築された拠点間において，事業全体として，より

効率的な経営資源の配分や製品・部品の供給という課題を如何に解決するかと

いうことである。海外の市場毎に主要な事業活動を展開することは現地適応性

には優れていると言えるが，企業全体から見た場合，投資や事業活動において

重複する部分が多く，物的・人的・コスト的に効率性や経済性に欠けるという

場合も多い。そこで，このような重複を可能な限り避け，事業全体としての経

済性や効率性を向上させるために，各拠点間の調整が図られる必要がでてくる

のである。

例えば，欧州連合（EU），北米自由貿易協定（NAFTA），アセアン自由貿易

地域（AFTA）などの地域内での関税引下げを通じた一体的な経済圏の形成と

いう経済環境の変化に合わせた企業の地域経済圏内での国際分業関係の見直し

は，海外での事業活動の発展過程において，「地域内ネッワーク」という発展

段階における１つのケースと言えよう。１５）

� 「統合的ネットワーク」（第６段階）

発展過程の最終ステージとして，「地域内ネットワーク」での事業展開を終
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え，次にグローバルベースで統合的に事業活動を管理し，地球的規模で立地要

件としての国・地域的優位性，さらには企業独自の競争優位性を活かして，効率

的に事業運営を図る「グローバル企業」が出現する段階をむかえることとなる。

このような世界的規模での自社内における経営機能の分業体制の構築には，

拠点間の相互依存性を高める必要とともに，拠点間相互を調整する能力も必要

となってくる。それは，個々のマネジメントの最適化を行うことだけではなく，

拠点間相互のマネジメントの成否が，世界市場における企業の市場地位を左右

することにつながるのである。１６）

�．日本企業の海外直接投資に関する特徴

ここでは，日本企業による海外直接投資の推移について，投資額及び投資件

数（現地法人の数）という２つの基準に基づいて，これまでの動きを考察する。

二松学舎大学の手島茂樹教授によれば，日本企業の海外直接投資は世界の先

進諸国のそれに比較して，非常に異なった特徴を持っていると指摘される。そ

の特徴とは，次のようなものである。１７）

� 欧米先進諸国における海外直接投資の歴史に比較して，日本の海外直接投

資の歴史は浅く，比較的最近，特に１９８０年代に入って本格的な海外直接投

資が始まった。

� 日本の海外直接投資は，１９８０年代後半において急激な拡大を遂げる

が，１９９０年代には伸び悩み，現在に至るまで１９８０年代末ピーク時の勢いを

回復していない。

� １９９０年代に入り，世界の対外直接投資は欧米先進諸国を中心にして急激

に拡大しているが，日本の対外直接投資は欧米先進諸国のそれに比較して，

相対的に低下している。

表２（その１及びその２）並びに表３（その１及びその２）は，財務省届出
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統計に基づく日本企業の海外直接投資額，及び地域別・業種別（全産業並びに

製造業）直接投資額とその割合を示したものである。

手島茂樹教授によれば，第２次世界大戦以降の日本企業による海外直接投資

の推移について，その特徴を次のように指摘されている。

第１は，投資規模（海外直接投資額）という観点からみると，日本企業によ

年 度
全 産 業 製 造 業

件 数 金 額 件 数 金 額 比 率

１９５１～１９７３ ９，５０４ １０，２６７ － ３，２３９ ３１．５

１９７４ １，９１２ ２，３９６ － ８７５ ３６．５

１９７５ １，５９１ ３，２８０ － ９２４ ２８．２

１９７６ １，６５２ ３，４６２ ４１３ １，０２５ ２９．６

１９７７ １，７６１ ２，８０６ ４４８ １，０７４ ３８．３

１９７８ ２，３９３ ４，５９８ ７２７ ２，０３８ ４４．３

１９７９ ２，６９４ ４，９９５ ７８３ １，６９３ ３３．９

１９８０ ２，４４２ ４，６９３ ７１９ １，７０６ ３６．４

１９８１ ２，５６３ ８，９３２ ８０３ ２，３０５ ２５．８

１９８２ ２，５４９ ７，７０３ ７４８ ２，０７６ ２７．０

１９８３ ２，７５４ ８，１４５ ７０６ ２，５８８ ３１．８

１９８４ ２，４９９ １０，１５５ ６７７ ２，５０５ ２４．７

１９８５ ２，６１３ １２，２１７ ７１８ ２，３５２ １９．２

１９８６ ３，１９６ ２２，３２０ ９８１ ３，８０６ １７．１

１９８７ ４，５８４ ３３，３６４ １，５２８ ７，８３２ ２３．５

１９８８ ６，０７７ ４７，０２２ １，７９９ １３，８０５ ２９．４

１９８９ ６，５８９ ６７，５４０ １，８２９ １６，２８４ ２４．１

１９９０ ５，８３６ ５６，９１１ １，５２８ １５，４８６ ２７．２

表２ 日本の対外直接投資（製造業） その１
（単位：件，百万ドル，％）

（出所） 財務省財政金融統計月報「業種別対外直接投資実績」より作成。
http//www.mof.go.jp/kankou/hyou２．htm

（注） ・計数は，報告届出ベースに基づく。
・金額は，単位未満を四捨五入。
・比率（％）は，小数点第２位を四捨五入。
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る海外直接投資は戦後一貫して拡大傾向にあった。しかし，１９７０年代までの

直接投資の規模は，その後のそれに比較して非常に小さなものと言えよう。

第２は，日本企業による海外直接投資は，戦後一貫して拡大傾向を示してい

るが，過去に急激な伸長期とそれに続く安定期というパターンを繰り返してい

ること。手島茂樹教授は，このような現象面での特徴を「階段状の増加」と表

現されている。

第３は，日本企業による海外直接投資の急激な拡大期には，その時期毎に異

なる特徴が見られること。急激な拡大期とは，１９７０年代初頭，１９８０年代初頭，

及び１９８０年代後半であり，さらに１９９０年代中葉にも海外直接投資ブームが

あったと考えることができる。１８）

以下では，日本企業による海外直接投資における急激な展開期，特に１９７０

年 度
全 産 業 製 造 業

件 数 金 額 件 数 金 額 比 率

１９９１ ４，５６４ ５６，８６２ １，３３８ １６，９１９ ２９．８

１９９２ ３，７４１ ４４，３１３ １，３１８ １３，０３８ ２９．４

１９９３ ３，４８８ ４１，５１４ １，３９０ １２，７６６ ３０．８

１９９４ ２，４７８ ４２，８０８ １，２３３ １４，４２６ ３３．７

１９９５ ２，８６３ ４９，５６８ １，５８９ １８，２３６ ３６．８

１９９６ ２，５０１ ５４，０９５ １，２２９ ２２，８２１ ４２．２

１９９７ ２，４９５ ６６，２３６ １，０７９ ２３，７３１ ３５．８

１９９８ １，６３７ ５２，７８０ ５９６ １５，７７９ ２９．９

１９９９ １，７４４ ７５，２９２ ６１９ ４７，２８６ ６２．８

２０００ １，７１７ ５４，１９３ ５３６ １２，９７６ ２３．９

表２ 日本の対外直接投資（製造業） その２
（単位：件，億円，％）

（出所） 財務省財政金融統計月報「業種別対外直接投資実績」より作成。
http//www.mof.go.jp/kankou/hyou.htm

（注） ・計数は，報告届出ベースに基づく。
・金額は，単位未満を四捨五入。
・比率（％）は，小数点第２位を四捨五入。
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年 度 北 米 中南米 アジア 欧 州 その他 合 計

１９５１～１９７０ ９１２
（２５．５）

５６７
（１５．９）

７５１
（２１．０）

６３９
（１７．９）

７０８
（１９．７）

３，５７７
（１００）

１９７１ ２３０
（２６．８）

１４０
（１６．３）

２３７
（２７．６）

８４
（９．８）

１６７
（１９．５）

８５８
（１００）

１９７２ ４０６
（１７．４）

２８２
（１２．１）

４０１
（１７．２）

９３５
（４０．０）

３６４
（１３．３）

２，３８８
（１００）

１９７３ ９１３
（２６．１）

８２２
（２３．５）

９９８
（２８．６）

３３７
（９．６）

４２４
（１２．２）

３，４９４
（１００）

１９７４ ５５０
（２３．０）

６９９
（２９．２）

７３１
（３０．５）

１８９
（７．９）

２２６
（９．４）

２，３９５
（１００）

１９７５ ９０５
（２７．６）

３７２
（１１．３）

１，１００
（３３．５）

３３３
（１０．２）

５７０
（１７．４）

３，２８０
（１００）

１９７６ ７４９
（２１．６）

４２０
（１２．１）

１，２４５
（３６．０）

３３７
（９．７）

７１１
（２０．６）

３，４６２
（１００）

１９７７ ７３５
（２６．２）

４５６
（１６．３）

８６５
（３０．８）

２２０
（７．８）

５３０
（１８．９）

２，８０６
（１００）

１９７８ １，３６４
（３０．０）

６１６
（１３．４）

１，３４０
（２９．１）

３２３
（７．０）

９５５
（２０．５）

４，５９８
（１００）

１９７９ １，４３８
（２８．８）

１，２０７
（２４．２）

９７６
（１９．５）

４９５
（９．９）

８７９
（１７．６）

４，９９５
（１００）

１９８０ １，５９６
（３４．０）

５８８
（１２．５）

１，１８６
（２５．３）

５７８
（１２．３）

７４５
（１５．９）

４，６９３
（１００）

１９８１ ２，５２２
（２８．２）

１，１８１
（１３．２）

３，３３８
（３７．４）

７９８
（８．９）

１，０９２
（１２．３）

８，９３１
（１００）

１９８２ ２，９０５
（３７．７）

１，５０３
（１９．５）

１，３８４
（１８．０）

８７６
（１１．４）

１，０３５
（１３．４）

７，７０３
（１００）

１９８３ ２，７０１
（３３．２）

１，８７８
（２３．１）

１，８４７
（２２．７）

９９０
（１２．２）

７２９
（８．８）

８，１４５
（１００）

１９８４ ３，５４４
（３４．９）

２，２９０
（２２．６）

１，６２８
（１６．０）

１，９３７
（１９．０）

７５６
（７．５）

１０，１５５
（１００）

１９８５ ５，９４５
（４５．０）

２，６１６
（２１．４）

１，４３５
（１１．７）

１，９３０
（１５．８）

２９１
（２．５）

１２，２１７
（１００）

１９８６ １０，４４１
（４６．８）

４，７３７
（２１．２）

２，３２７
（１０．４）

３，４６９
（１５．５）

１，３４６
（６．１）

２２，３２０
（１００）

１９８７ １５，３５７
（４６．０）

４，８１６
（１４．４）

４，８６８
（１４．６）

６，５７６
（１９．７）

１，７４７
（５．３）

３３，３６４
（１００）

１９８８ ２２，３２８
（４７．５）

６，４２８
（１３．７）

５，５６９
（１１．８）

９，１１６
（１９．４）

３，５８１
（７．６）

４７，０２２
（１００）

１９８９ ３３，９０２
（５０．２）

５，２３８
（７．８）

８，２３８
（１２．２）

１４，８０８
（２１．９）

３，３５４
（５．１）

６５，５４０
（１００）

１９９０ ２７，１９２
（４７．８）

３，６２８
（６．４）

７，０５４
（１２．４）

１４，２９４
（２５．１）

４，７４３
（８．３）

５６，９１１
（１００）

表３ 日本（全産業）の海外直接投資の地域別動向 その１
（単位：１００万ドル，（ ）内は％）

（出所） 財務省財政金融統計月報各号より作成。
http//www.mof.go.jp/kankou/hyou２.htm

（注） ・計数は，報告届出ベースに基づく。
・金額は，単位未満を四捨五入。
・比率（％）は，小数点第２位を四捨五入。
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年代初頭，１９８０年代初頭及び１９８０年代後半を対象に日本企業の海外直接投資

の特徴について，手島茂樹教授による説明に基づいて考察を行う。

まず，１９７０年代初頭の投資ブームでは，投資先国・地域はアジア及び中南

米という発展途上地域が主な投資先であった。この時期における海外直接投資

は，ブレトンウッズ体制崩壊後の急速な円高期に発生したもので，日本の繊維

産業や家電産業などが労働集約型生産のための生産基地を発展途上国に求めた

ものであった。

次に，１９８０年代初頭並びに１９８０年代後半における投資ブームでは，先進工

業国が主な投資先であった。第２次投資ブームは１９８０年代初頭に生じたが，

その主な原因は，１９７０年代後半から１９８０年代初頭にかけて日本と欧米諸国の

年 度 北 米 中南米 アジア 欧 州 その他 合 計

１９９１ ２５，７６３
（４５．３）

４，５４７
（８．０）

８，１０７
（１４．３）

１２，８３２
（２２．５）

５，６１３
（９．９）

５６，８６２
（１００）

１９９２ １８，９７２
（４２．８）

３，５２５
（８．０）

８，３１６
（１８．８）

９，１７６
（２０．７）

４，３２４
（９．７）

４４，３１３
（１００）

１９９３ １７，５９１
（４２．４）

３，８８９
（９．４）

７，６７２
（１８．５）

９，２０４
（２２．１）

３，１５８
（７．６）

４１，５１４
（１００）

１９９４ １８，５２５
（４３．３）

５，４９９
（１２．８）

１０，０８４
（２３．６）

６，５２５
（１５．２）

２，１７５
（５．１）

４２，８０８
（１００）

１９９５ ２２，３９４
（４５．２）

３，７４１
（７．５）

１１，９２１
（２４．１）

８，２８１
（１６．７）

３，２３１
（６．５）

４９，５６８
（１００）

１９９６ ２５，９３３
（４７．９）

５，０１０
（９．２）

１３，０８３
（２４．２）

８，３０５
（１５．４）

１，７６４
（３．３）

５４，０９５
（１００）

１９９７ ２６，２４７
（３９．６）

７，７７５
（１１．７）

１４，９５４
（２２．６）

１３，７４９
（２０．８）

３，５１１
（５．３）

６６，２３６
（１００）

１９９８ １４，１３７
（２６．８）

８，３４９
（１５．８）

８，５５５
（１６．２）

１８，１１６
（３４．３）

３，６２３
（６．９）

５２，７８０
（１００）

１９９９ ２７，７６５
（３６．９）

８，６１４
（１１．４）

８，１９６
（１０．９）

２８，９７５
（３８．５）

１，７４２
（２．３）

７５，２９２
（１００）

２０００ １３，７９６
（２５．５）

５，８３８
（１０．８）

６，６３８
（１２．２）

２７，０６１
（４９．９）

８６０
（１．６）

５４，１９３
（１００）

表３ 日本（全産業）の海外直接投資の地域別動向 その２
（単位：億円，（ ）内は％）

（出所） 財務省財政金融統計月報「国別・地域別対外直接投資実績」より作成。
http//www.mof.go.jp/kankou/hyou.htm

（注） ・計数は，報告届出ベースに基づく。
・金額は，単位未満を四捨五入。
・比率（％）は，小数点第２位を四捨五入。
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間に発生した深刻な貿易摩擦にあった。日本の多くの産業は，欧米先進諸国と

の貿易摩擦を回避し，これまで輸出によって確立してきた欧米先進諸国の市場

を維持するために，本格的な現地生産を欧米先進諸国で開始するようになっ

た。

１９８０年代後半から始まる第３次投資ブームの契機は，１９８５年の「プラザ合

意」に端を発する。「プラザ合意」では，先進５カ国（日・米・英・独・仏の

各国）が主要国通貨間の為替レートが適正な経済状態を反映するまで構造的な

調整を行う必要があることを確認し，これを主要国の協調的行動により実施す

ることにした。この合意の結果，１９８５年を境に円の米ドルに対する為替レー

トは急激に上昇し，円高ドル安傾向が一貫して１９９０年代中頃まで続いた。こ

の円高傾向により，日本からの対米・対欧市場への輸出は大きなダメージを

被った。一方，欧米市場では現地の資産をより安価で入手可能な経済環境がも

たらされた結果，同市場への海外直接投資が促進されることになった。

この時期，日本企業の対アジア向け直接投資は，欧米向け直接投資に比較し

て相対的に減少するものの，投資規模という点では概ね，堅調に推移した。そ

の主な理由は，日本企業にとって，ASEAN諸国が投資の立地要件に関して，

優位性を持っていたためである。つまり，ASEAN諸国の多くは，自国通貨を

米ドルにリンクさせていたために円高による為替リスクを被ることがなかった

こと。また，これらの国の産業，特に労働集約型生産に関しては日本よりもコ

スト競争力があったため，日本企業による直接投資がより一層積極的に促進さ

れることになった。

さらに，この時期には，日本企業によるアジア向け直接投資に関して，大き

な変化が見られる。それは，日本企業によるアジア向け直接投資先国が，アジ

ア NIEsから ASEAN諸国へと大きく方向転換したことである。

その主たる理由については前述にも示したが，１９８５年の「プラザ合意」以

降，韓国等のアジア NIEsでは，自国通貨の高騰や生産コスト高騰，投資立地

要件としての優位性を喪失する事態が発生した。このような投資環境の変化
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は，日本企業における労働集約型産業にとって，より有利な投資環境を持つ

ASEAN諸国に投資先を振り替えることになった。１９）

表４は，地域別・進出年次別にみた日本企業の海外現地法人数の推移を示し

たものである。表４から，海外市場へのアクセスとして，日本企業がどのよう

な地域を対象に，どのような時期に海外市場に進出していったかについて理解

することができる。

以下では，表４から概観される日本企業の海外市場への参入に関して，その

特徴を指摘する。

第１に，日本企業による海外現地法人の設立について，年次ベースでみる

と，１９８６年～１９９０年の５年間が他の年次に比較して最も現地法人の設立件数

が多い。

これは，１９８５年の「プラザ合意」による為替環境の激変により，日本企業

が従来採用していた海外市場へのアクセス手法としての「輸出主導型」から現

地市場に製品を直接供給することを目的として建設された現地製造子会社の設

立という「現地生産型」に変わったことを意味している。

第２に，地域別に日本企業による海外進出先をみると，どの年次においても

アジア地域への進出件数が最も高い割合を示していることが理解される。特

に，１９９１年以降の各５年間における全世界に占めるアジア地域への日本企業

の進出は，１９９１年～１９９５年の時期には現地法人数で２，７９３件，割合では

５９．４％を占め，１９９６年～２０００年の時期にも現地法人数で２，６３３件，割合では

５８．１％を占めており，アジア地域への進出が際だっている。

第３に，北米地域への日本企業の進出については，１９８１年～１９８５年と１９８６

年～１９９０年の１０年間が，全世界に占める割合において最大規模となってお

り，その後は減少傾向にある。

第４に，欧州地域への日本企業の進出についても，北米地域への進出と同様

に，１９８１年～１９８５年と１９８６年～１９９０年の１０年間に２０％を超える高い割合を

示しているが，その後は減少傾向が顕著になっている。
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�．地域企業による海外市場進出に関するアンケート調査結果の概要

２００１年（平成１３年）１０月，松山商工会議所に所属する会員事業所のうち，

海外と取引業務を行っている会員事業所１２０社，さらには松山市周辺に所在す

る事業所のうち海外取引を行っている事業所１０社，併せて合計１３０社を対象

年次

進出地域
１９８０年以前 １９８１年～１９８５年 １９８６年～１９９０年 １９９１年～１９９５年 １９９６年～２０００年

全 世 界 ４，１９７
（１００．０）

２，０４５
（１００．０）

６，１００
（１００．０）

４，７０１
（１００．０）

４，５３４
（１００．０）

ア ジ ア １，７２３
（４１．１）

７１５
（３４．９）

２，２４９
（３６．９）

２，７９３
（５９．４）

２，６３３
（５８．１）

中 近 東 ３６
（０．９）

２２
（１．１）

１３
（０．２）

１１
（０．２）

２０
（０．４）

ヨーロッパ ７０９
（１６．９）

４７８
（２３．４）

１，３８２
（２２．６）

８４７
（１８．０）

６５６
（１４．５）

北 米 ９６４
（２２．９）

６１５
（３０．１）

１，９２１
（３１．５）

７０８
（１５．１）

８３８
（１８．５）

中 南 米 ４６４
（１１．１）

９６
（４．７）

２２０
（３．６）

１９０
（４．１）

２４２
（５．３）

ア フ リ カ ６４
（１．５）

１８
（０．９）

４７
（０．８）

３３
（０．７）

４０
（０．９）

オセアニア ２３７
（５．６）

１０１
（４．９）

２６８
（４．４）

１１９
（２．５）

１０５
（２．３）

表４ 地域別・進出年次別における日本企業の海外現地法人数
（上段：現地法人数，下段：割合（％））

（出典） 神尾昭男（１９９３年）『海外進出企業総覧－国別編－』東洋経済新報社，
浅野純次（１９９６年）『海外進出企業総覧－国別編－』東洋経済新報社，
飯沼良祐（２００１年）『海外進出企業総覧－国別編－』東洋経済新報社，
から筆者が作成したものである。

（注） ・海外現地法人の基準については，日本企業（日系海外現地法人を含む）の出資比
率が１０％を超えるものとする。

・１９９３年については，日本に所在する上場会社並びに未上場会社４，７７０社を対象と
して調査を実施する。

・１９９６年については，日本に所在する上場会社並びに未上場会社約５，２００社を対象
として調査を実施する。

・２００１年については，日本に所在する上場会社並びに未上場会社５，７４３社を対象と
して調査を実施する。
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に，「地域企業における経営の国際化並びに国際人材の育成」に関して，その

実態を把握するためのアンケート調査を実施した。さらに，個別に当該事業所

に対しインタビュー調査を併せて実施した。

以下では，前者のアンケート調査に回答頂いた事業所における海外進出の実

態について，その概要を説明する。

� 回答事業所の属性

表５は，アンケート調査に回答頂いた事業所の業種別内訳である。アンケー

ト調査において回答を頂いた事業所数は２７社で，アンケート調査の回収率は

２０．７６％（２７／１３０）であった。

業種別の回答では，２７社のうち１６社が製造業で，残る１１社が非製造業で

ある。最も回答の多かった業種は，製造業では食料品と一般機器が各々４社，

非製造業では商業が７社である。

� 資本金

表６－１は，アンケート調査に回答頂いた事業所の資本金規模別内訳であ

る。回答事業所２７社のうち，資本金規模が５，０００万円以上～１億円未満の事

業所が８社で最も多く，次いで１，０００万円以上～３，０００万円未満並びに３，０００

万円以上～５，０００万円未満の事業所が各々６社である。さらに，資本金規模３

億円以上の事業所も４社含まれている。

� 業種別にみた資本金

表６－２および表６－３は，アンケート調査に回答頂いた事業所の業種別資

本金規模別内訳である。回答頂いた製造業に属する事業所１６社のうち，資本

金３億円未満の資本金規模の事業所は１３社で，回答事業所の約８０％が中小規

模の事業所である。

一方，アンケート調査に回答頂いた非製造業に属する事業所１１社のうち，
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資本金５，０００万円未満の事業所数は６社で，回答事業所の半数が中小規模の事

業所である。なお，回答事業所のうち，資本金規模が３億円以上の大規模事業

所も１社含まれている。

� 従業員数

表７－１は，アンケート調査に回答頂いた事業所の従業員規模別内訳であ

る。アンケート調査に回答頂いた事業所２７社のうち，従業員規模３００人未満

の事業所は２０社で，回答事業所の約７０％が従業員規模において中小規模の事

業所と言えよう。

表７－２および表７－３は，アンケート調査に回答頂いた業種別従業員規模

の内訳である。アンケート調査に回答頂いた製造業に属する事業所１６社のう

ち，従業員規模３００人未満の事業所は１１社で，回答事業所の約７０％が従業員

業 種 回答企業数 割 合（％）

製造業 食料品
木材・家具
化学工業
石油・石炭製品
窯業・土木
金属製品
一般機器
電気機器
その他の製造業

４
１
１
１
１
２
４
１
１

１４．８５
３．７
３．７
３．７
３．７
７．４
１４．８５
３．７
３．７

製造業の合計 １６ ５９．３

非製造業 商 業
建設業
不動産業
サービス業

７
２
１
１

２５．９
７．４
３．７
３．７

非製造業の合計 １１ ４０．７

回答企業数の合計 ２７ １００．００

表５ 業種別による回答企業
（回答事業所数：２７社）
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資 本 金 額 回答企業数 割合（％）

１，０００万円未満

１，０００万円以上～３，０００万円未満

３，０００万円以上～５，０００万円未満

５，０００万円以上～１億円未満

１億円以上 ～３億円未満

３億円以上～

２

６

６

８

１

４

７．４

２２．２

２２．２

２９．７

３．７

１４．８

回答企業数の合計 ２７ １００．００

資 本 金 額 回答企業数 割合（％）

１，０００万円未満

１，０００万円以上～３，０００万円未満

３，０００万円以上～５，０００万円未満

５，０００万円以上～１億円未満

１億円以上 ～３億円未満

３億円以上～

１

４

３

５

０

３

６．２５

２５．０

１８．７５

３１．２５

－

１８．７５

回答企業数の合計 １６ １００．００

資 本 金 額 回答企業数 割合（％）

１，０００万円未満

１，０００万円以上～３，０００万円未満

３，０００万円以上～５，０００万円未満

５，０００万円以上～１億円未満

１億円以上 ～３億円未満

３億円以上～

１

２

３

３

１

１

９．１

１８．１

２７．３

２７．３

９．１

９．１

回答企業数の合計 １１ １００．００

表６－１ 資本金規模別による回答企業
（回答事業所数：２７社）

表６－２ 製造企業の資本金規模別内訳
（回答事業所数：１６社）

表６－３ 非製造企業の資本金規模別内訳
（回答事業所数：１１社）
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従 業 員 数 回答企業数 割合（％）

５０人未満

５０人以上 ～１００人未満

１００人以上～３００人未満

３００人以上～５００人未満

５００人以上～１，０００人未満

１，０００人以上～

１０

６

４

３

２

２

３７．１

２２．２

１４．８

１１．１

７．４

７．４

回答企業数の合計 ２７ １００．００

従 業 員 数 回答企業数 割合（％）

５０人未満

５０人以上 ～１００人未満

１００人以上～３００人未満

３００人以上～５００人未満

５００人以上～１，０００人未満

１，０００人以上～

４

４

３

２

２

１

２５．０

２５．０

１８．７５

１２．５０

１２．５０

６．２５

回答企業数の合計 １６ １００．００

従 業 員 数 回答企業数 割合（％）

５０人未満

５０人以上 ～１００人未満

１００人以上～３００人未満

３００人以上～５００人未満

５００人以上～１，０００人未満

１，０００人以上～

６

２

１

１

０

１

５４．５５

１８．１８

９．０９

９．０９

－

９．０９

回答企業数の合計 １１ １００．００

表７－１ 従業員規模別による回答企業
（回答事業所数：２７社）

表７－２ 製造企業における従業員規模の内訳
（回答事業所数：１６社）

表７－３ 非製造企業における従業員規模の内訳
（回答事業所数：１１社）
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規模において中小規模と言えよう。

一方，アンケート調査に回答頂いた非製造業に属する事業所１１社のうち，

従業員１００人未満の事業所は８社で，回答事業所の約７０％は従業員規模にお

いて中小規模と言えよう。

� 資本金規模別売上高平均

表８－１は，アンケート調査に回答頂いた事業所の資本金規模別売上高平均

の内訳である。アンケート調査に回答頂いた２５社のうち，資本金３億円以上

の事業所４社における売上高平均が最も大きく，約９０１億円である。次に，売

上高平均の大きい資本金規模の事業所は，資本金規模５，０００万円以上～１億円

未満の事業所で，売上高平均は約９５億円である。

表８－２及び表８－３は，アンケート調査に回答頂いた事業所の業種別資本

金規模別にみた売上高平均の内訳である。

製造業における回答事業所１５社のうち，資本金規模３億円以上の大規模事

業所３社の売上平均が最も大きく，約３５３億円である。

一方，非製造業における回答事業所１０社のうち，資本金規模３億円以上の

事業所の売上高平均が最も大きく，次に売上高平均の大きい事業所は，資本金

規模５，０００万円以上～１億円未満の事業所３社で，売上高平均は約８０億円で

ある。

� 海外市場における売上

表９－１は，アンケート調査に回答頂いた事業所２７社のうち，海外市場に

おいて売上を計上している事業所を表したものである。製造業に属する事業所

１６社のうち，海外市場で売上を計上している事業所は６社である。

一方，非製造業に属する事業所１１社で，海外市場において売上を計上した

事業所は皆無である。

表９－２は，海外市場において売上を計上した製造業に属する事業所６社の
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資 本 金 額 回答企業数 売上高平均

１，０００万円未満

１，０００万円以上～３，０００万円未満

３，０００万円以上～５，０００万円未満

５，０００万円以上～１億円未満

１億円以上 ～３億円未満

３億円以上～

１

４

２

５

０

３

３６，０００

１９４，１５０

７１，０００

１，０３３，９８７

－

３，５３１，７３３

回答企業数の合計 １５ １，１１４，６４８

資 本 金 額 回答企業数 売上高平均

１，０００万円未満

１，０００万円以上～３，０００万円未満

３，０００万円以上～５，０００万円未満

５，０００万円以上～１億円未満

１億円以上 ～３億円未満

３億円以上～

１

２

２

３

１

１

２７０，０００

２８，５００

６６，６７９

８０６，３９７

２８８，９１７

２５，４５０，０００

回答企業数の合計 １０ ２，８６１，８４６

資 本 金 額 回答企業数 売上高平均

１，０００万円未満

１，０００万円以上～３，０００万円未満

３，０００万円以上～５，０００万円未満

５，０００万円以上～１億円未満

１億円以上 ～３億円未満

３億円以上～

２

６

４

８

１

４

１５３，０００

１３８，９３３

２７４，７８９

９４８，６４１

２８８，９１７

９，０１１，３００

回答企業数の合計 ２５ １，８４６，４８０

表８－１ 資本金規模別による売上高平均
（単位：万円）

（注） 資本金３，０００万円以上～５，０００万円未満の回答事業所６社のうち，２社か
らは回答を得られなかったので，４社となった。

表８－２ 製造企業の資本金規模別による売上高平均の内訳
（単位：万円）

（注） 資本金３，０００万円以上～５，０００万円未満の回答事業所３社のうち，１社か
ら回答を得られなかったので，回答事業所は２社となった。

表８－３ 非製造企業の資本金規模別による売上高平均の内訳
（単位：万円）
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業種別内訳である。６社の製造業事業所のうち，半数の３社は石油・石炭製品

に属する業種で，残る３社は食料品，化学工業，プラスチック製品の業種と

なっている。

表９－３は，海外市場で売上を計上した事業所６社の総売上高に占める海

外市場の売上高の割合を表したものである。

回答頂いた事業所６社のうち半数の３社は，総売上高に占める海外市場での

売上高の割合が１０％未満である。一方，総売上高に占める海外市場での売上

高が３０％以上～５０％未満の事業所は２社である。

� 海外進出

表１０－１は，アンケート調査に回答頂いた事業所２７社のうち，海外進出を

果たした事業所数を示したものである。製造業に属する事業所１６社のうち，５

社が海外に進出している。一方，非製造業に属する事業所１１社すべては，海

外への進出経験が全くない。

表１０－２は，海外へ進出経験を持つ製造業事業所５社における進出形態を

表したものである。進出形態として最も採用される形態は「出資型」による進

出であり，その内容は「単独進出」，「現地企業との合弁」或いは「現地以外の

企業との合弁」という形態である。一方，「非出資型」による進出では，「委託

生産」という進出形態を採用している。また，「駐在員事務所の設置」や「支

店の設置」という進出形態を採用しているケースもみられる。

表１０－３は，年次別にみた海外事業の動向である。海外事業の進出年次に

ついて，進出件数の最も多い年次は１９９１年～１９９５年までの５年間で３件，次

いで１９８６年～１９９０年までの５年間で２件である。さらに，２００１年以降にも海

外事業展開が１件開始されている。

表１０－４は，アンケート調査に回答頂いた事業所５社における進出先国・

地域別に海外事業を分類したものである。事業所５社における進出先国・地域

としては，NIEs地域・ASEAN地域・欧米地域に分散している。しかし，地域
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業 種
売上の有・無 回答企業数 割 合（％）

製 造 業
有 ６ ２２．２２

無 １０ ３７．０４

小 計 １６ ５９．２６

非製造業
有 ０ －

無 １１ ４０．７４

小 計 １１ ４０．７４

合 計 ２７ １００．００

業 種 回答企業数 割 合（％）

製造業 食料品
化学工業
石油・石炭製品
プラスチック製品

１
１
３
１

１６．６６
１６．６６
５０．００
１６．６６

合 計 ６ １００．００

総売上高に占める海外売上高の割合 回答企業数 割 合（％）

１０％未満

１０％以上～３０％未満

３０％以上～５０％未満

５０％以上～７０％未満

７０％以上～

３

１

２

－

－

５０．０

１６．７

３３．３

－

－

合 計 ６ １００．０

表９－１ 回答企業における海外での売上の有無
（回答事業所数：２７社）

表９－２ 海外市場で売上計上した回答企業の業種別内訳
（回答事業所数：６社）

表９－３ 総売上高に占める海外市場での売上高の割合
（回答事業所数：６社）
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的には，アジア地域への進出が全体の７５％を占めている。

� 海外事業展開を行う主な要因

表１１は，アンケート調査に回答頂いた事業所５社が海外市場に事業を展開

するに際し，進出要因として重視した主な要因である。８項目の進出要因のう

ち，海外市場への事業展開において最も重視した進出要因は，「新規市場の獲

得」であり，次に「第三国への販路拡大」である。

� 海外事業展開後の経営課題

表１２は，海外市場へ進出した事業所が，海外事業展開後に自社が抱える経

営課題を表したものである。アンケート調査に回答頂いた事業所５社からの回

答には，多岐にわたる経営課題が示されている。

経営課題の内容としては，日本国内の景気動向についての懸念，現地従業員

の賃金高騰，現地における人材の不足，経営管理能力に関する課題として品質

管理能力や納期管理能力の欠如，さらには現地における技術・技能の低さ，そ

して文化的問題として言語・風俗・慣習の相違という点が指摘されている。

� 海外事業展開に関する評価

表１３は，海外市場に事業展開した事業所５社が，現時点において海外事業

展開の成果について自己評価したものである。事業所自らの評価は，５社のう

ち４社が成功であると判断している。残る１社については，成否の判断が微妙

であると回答している。

�．個別事例による地域企業の海外市場進出形態とその課題

上記のテーマに関して，２００１年（平成１３年）１０月中旬から約１ヶ月を費や

し，松山商工会議所に所属する会員事業所並びに松山市周辺に所在する事業所

の中から，海外市場への事業展開が特に顕著な事業所を５社選択した。
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業 種
海外進出の有・無 回答企業数 割 合（％）

製 造 業
有 ５ １８．５２

無 １１ ４０．７４

小 計 １６ ５９．２６

非製造業
有 ０ －

無 １１ ４０．７４

小 計 １１ ４０．７４

合 計 ２７ １００．００

進 出 形 態 件 数 割 合（％）

出資型進出
単独進出
現地企業との合弁
現地以外の企業との合弁
現地企業に資本参加

２
１
１
－

２５．０
１２．５０
１２．５０
－

小 計 ４ ５０．０

非出資型進出
委託生産
開発輸入
技術ライセンス供与

１
－
－

１２．５０
－
－

小 計 １ １２．５０

支店・駐在員事務所の設置
駐在員事務所の設置
支店の設置

２
１

２５．０
１２．５０

小 計 ３ ３７．５０

回答数の合計 ８ １００．０

表１０－１ 回答企業における海外進出の有無
（回答事業所数：２７社）

表１０－２ 海外への事業展開における進出形態
（回答事業所数：５社）

（注） 回答事業所は５社であるが，海外進出に際し複数の進出形
態で事業展開を行う事業所が見られたため，回答数の合計と
回答事業所数は一致しない。
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進 出 年 次 件 数 割 合（％）

１９８５年以前

１９８６年～１９９０年

１９９１年～１９９５年

１９９６年～２０００年

２００１年以降

０

２

３

１

１

－

２８．６

４２．８

１４．３

１４．３

回答数の合計 ８ １００．０

進出先国・地域 件 数 割 合（％）

台 湾

香 港

韓 国

タ イ

マレーシア

インドネシア

米 国

ド イ ツ

１

１

１

１

１

１

１

１

１２．５

１２．５

１２．５

１２．５

１２．５

１２．５

１２．５

１２．５

進出件数の合計 ８ １００．０

表１０－３ 海外事業の進出年次
（回答事業所数：５社）

（注） 回答事業所は５社であるが，海外進出に際し複数の進出形態
で事業展開を行う事業所が見られたため，回答件数の合計（８
件）と回答事業所数（５社）は一致しない。

表１０－４ 海外事業における進出先国・地域
（回答事業所数：５社）

（注） 回答事業所は５社であるが，海外進出に際し複数の進出形態
で事業展開を行う事業所が見られたため，回答件数の合計（８
件）と回答事業所数（５社）は一致しない。
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海外への進出要因 回答数 割 合（％）

新規市場の獲得

第三国への販路拡大

国内の取引先からの進出要請

円高による輸出困難

現地政府の法的措置・輸入制限措置の回避

同業他社の進出に対抗

現地市場の情報収集

低賃金労働力の活用

４

３

２

１

１

１

１

１

２８．６

２１．４

１４．３

７．１４

７．１４

７．１４

７．１４

７．１４

合 計 １４ １００．０

海外へ事業展開後の経営課題 回答数 割 合（％）

日本国内の景気

現地従業員の賃金高騰

現地の人材不足

品質管理能力の不足

納期管理能力の欠如

言語・風俗・習慣の相違

技術問題

２

１

１

１

１

１

１

２５．０

１２．５

１２．５

１２．５

１２．５

１２．５

１２．５

合 計 ８ １００．０

海外への事業展開に対する現時点での成果（評価） 回答数 割 合（％）

成功である

成否の判断は微妙

失敗である

業績浅いため判断できない

その他

４

１

－

－

－

８０．０

２０．０

－

－

－

合 計 ５ １００．０

表１１ 海外事業展開を行う主な要因
（回答事業所数：５社）

（注） 回答については，該当する回答を「複数選択可」として回答戴いた。

表１２ 海外事業展開後の経営課題
（回答事業所数：５社）

（注） 該当する回答を「複数選択可」として回答戴いた。

表１３ 海外事業展開に対する成果（評価）
（回答事業所数：５社）
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次に，これら事業所５社の社長或いは海外事業統括責任者を対象にして，当

該事業所の海外市場への事業展開の実態とその課題について，インタビュー調

査を実施した。

ここでは，当該事業所におけるトップマネジメントとのインタビューを通じ

て得られた回答を基に，海外市場への進出形態の実態とその課題について当該

事業所の事例を紹介し，理解を深めることとする。

神戸大学の吉原英樹教授によれば，企業が海外に市場を拡大する場合，いく

つかの手法が一般に考えられるが，「輸出」，「現地生産」，「技術ライセンス」

の３つが代表的なものであると指摘される。これらの手法のうち，いずれを選

択するか，或いはこれらの手法をどのように組み合わせるかは，企業の国際経

営戦略の１つの問題であり，これまで多くの企業は，主として「輸出」の方法

によって海外市場に接近していた。しかし，最近では「現地生産」の方法によ

る海外市場への接近の重要性が高まっており，これら２つの方法に比較して，

「技術ライセンス」による海外市場への接近の重要性は低くなっていると指摘

されている。２０）

インタビュー調査により得られた回答から，対象となった５つの事業所にお

ける海外市場への事業展開の手法を分類すると大きく２つに分けられる。５つ

の事業所で採用されている海外市場への事業展開の手法は，主に「現地生産型」

と「輸出型」であった。

以下では，これら２つの手法を採用して海外で事業展開をしている当該事業

所の実態とその課題について説明を行う。

� 「輸出型」

１） A社の事例

� 海外進出の経緯

A社は，２０年程前から日本の大手製造企業の海外進出に伴い，海外の日本

企業の現地工場を建設するためのプラントメーカーとして，OEM生産を行っ
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てきた実績をもっている。

A社のプラント製品の供給先国・地域は，米国をはじめとしてシンガポー

ル，マレーシア，タイ，メキシコ，台湾等多岐に及んでいる。

� 海外ビジネスの展開

A社では，２０００年から台湾の高雄に所在する台湾政府系企業に対し A社製

品をプラント輸出することになったのであるが，このことが A社の海外ビジ

ネスへの展開に一大転機をもたらすことになった。

ここでは，A社の台湾政府系企業への輸出事業が，同社の海外ビジネスにとっ

て大きな転機をもたらした経緯を説明する。

第１は，取引先である台湾政府系企業への自社製品の供給（プラント輸出）

は，台湾政府の農業振興策とも相俟って，台湾において A社の製品仕様が台

湾の「国内基準」となる程の高い技術評価を得て，台湾という市場において同

社製品によるマーケットシェアーの獲得が容易になったことである。つまり，

A社の製品基準が，台湾という市場において「デ・ファクト・スタンダード」

として台湾政府によって認められたことで，台湾市場において競争優位な地位

を確立することが可能になったことである。

第２は，台湾の政治・経済システムが日本の政治・経済システムに酷似して

いたために，当事者間のビジネス交渉において，異なるビジネス慣行から生ず

る無駄な摩擦が少なかったことで，台湾への輸出事業がスムーズに展開された

ことである。

第３は，台湾政府系企業へのプラント輸出では，主要機器の供給は A社が

単独で行い，周辺機器の供給については台湾に所在する現地部品企業がその役

割を担った。さらに，プラント製品のメインテナンスについても，台湾の現地

企業を利用することが出来たため，無駄な投資とコストを削減することができ

たことである。これらのことは，台湾における製造業の産業基盤（技術・品質・

生産等に関する）が非常に優れたものであるという証でもある。

第４は，A社の輸出ビジネスにおける相乗効果として，台湾が東南アジアに
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おける農産物市場としての中核的拠点基地であるために，台湾政府によって認

められた A社のプラント製品は，将来的には東南アジア諸国で製品仕様の基

準となる可能性が高く，東南アジア諸国へのプラント輸出にさらに拍車がかか

ることが予想されることである。

A社における今後の海外事業の展望について，現在，A社では同社が供給し

たプラント製品のメインテナンスを行うための拠点を台湾に設置する構想があ

り，さらにプラント製品の輸出ビジネスの支援体制を確立するためのサポート

拠点や代理店を台湾を中心にして東南アジア諸国に拡大し，ネットワーク化を

図る事業計画も推進中である。

� 海外事業における意思決定の在り方

A社の輸出ビジネスにおける意思決定は，組織図上，海外ビジネスを担当す

る当該部署に意思決定権限が委譲されており，マニュアル的な対応によって通

常の輸出ビジネスは運営可能となっている。

一方，新規の輸出ビジネスや技術開発等に関係する高度な判断を必要とされ

る意思決定については，A社の社長自らが決断を行い，陣頭指揮にあたるとい

う意思決定スタイルが取られている。

� 海外ビジネスにおける人材の採用・育成

A社では，有為な人材は新卒者から選抜を行い，社内において教育・訓練を

施し，育成するシステムを採用している。特に，海外ビジネスを担当する人材

の養成については，社員に海外勤務を体験させることでその育成に努めている。

海外ビジネスを担当する海外担当要員の調達は，日本の本社からの海外派遣

要員と進出先国・地域の現地人，特に日本での留学経験を持った現地人を日本

国内で採用し，本人を本国へ帰国させて A社の海外業務を担う職務に従事さ

せるというシステムを採用している。

海外ビジネスを担当する人材の資質については，原則として語学力も資質の

１つとして兼ね備えていることが重要であるが，基本的には高い志と健康（頑

張れる精神力と体力）を主な資質・特性と考えているとのことであった。
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２） B社の事例

� 海外進出の経緯

B社は，社長自らが独自に技術開発した製品を愛媛県内の水産業界に供給し

たことがきっかけとなり，次第に販路を県外にも拡大していった。その後，B

社では農産物・海産物・食品加工用の製品が開発され，新しい市場を作りだ

し，販路を一層拡大していった。

このような地場企業としての事業発展の過程において，海外の顧客から B

社に対し製品の輸出を求める動きが起こってきた。現在，B社と取引関係を持

つ海外の企業は，世界２０カ国にも及んでいる。

� 海外ビジネスの展開

B社は，愛媛県の農・水産業界を市場として発展を遂げた小規模製造企業で

ある。B社が対象とする市場は，限定された小規模な市場である。従って，B

社の事業戦略は，限られた市場内において自社製品の技術的特性（優位性）を

武器に如何に市場を獲得するかということにある。つまり，競合他社が太刀打

ちできない程の技術的特性（優位性）を備えた製品で市場を獲得可能であるな

らば，小規模製造企業と言えども「ニッチ市場」を形成し，独占的にマーケッ

トを獲得することが可能となる。

これまでの B社の事業展開の推移を考察すると，競合他社に追従を許さな

い技術的優位性を備えた製品を自社で独自に開発し，市場を獲得していったと

いう経緯が見られる。

B社で生産される製品は，競合他社に比較して次のような特性を持っている。

・耐久性に優れていること。

・製品の技術的精度が極めて高いこと。

・模倣を防ぐために数多くの微細な部品を用いていること。

・独自に開発された新しい技術とノウハウが累積的に製品に組み込まれてい

ること。
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B社は，国内市場において製品の圧倒的な技術的優位性を背景に市場獲得を

行ってきたのであるが，次第に海外の顧客からも注文が寄せられるようになっ

た。以下では，B社が海外の顧客と取引を行う際の「取引条件」を列挙する。

・代金はすべて前払いで支払われること。

・取引費用はすべて先方払いであること。

・製品の生産は，代金の支払い後に行われること。

・製品価格は，B社による言い値で決まること。

B社における事業展開の過程において，事業開始当初，B社にとって海外市

場は市場として想定されたものではなかった。しかし，時間の経過とともに，

市場において B社の製品の技術的優位が明らかとなり，同時に B社の市場に

おける競争優位が確立されると，海外からの取引も次第に増加し，顧客数も増

えていったのである。

� 海外ビジネスにおける人材の採用・育成

現在の B社は，事業開始当初とは異なり，国内企業はもとより外国企業と

もビジネスを行うまでに成長を遂げてきた。今後も市場を開拓し，販売力の強

化を図らねばならない。従って，B社では営業人材の育成を図り，販売力の増

強に力点を置いた人材育成を検討中である。

インタビューにおいて，B社の社長からは，海外ビジネスの拡大も視野に入

れた場合，多言語運用能力を持ち，行動力とやる気に�れた人材を育成するこ

とが B社の直面する急務の課題であると指摘された。

� 「現地生産型」

１） C社の事例

� 海外進出の経緯

C社による海外市場への事業展開が本格的に行われるようになったの

６４ 松山大学論集 第１６巻 第５号



は，１９８０年代後半以降である。

C社における海外市場への事業展開は，１９６０年代中葉，台湾へ自社製品を

輸出した事がその先駆けであった。１９７０年代後半には，自社内に「海外事業

部」が設置され，１９８０年代初頭には台湾や韓国そして北米各地に連絡所や調

査室が開設された。その後，進出先国において現地製造企業との合弁形態によ

る「合弁会社」が設立され，次第に自社出資による１００％製造子会社が世界各

地に設立されていった。

C社の海外市場への参入並びに展開に関する基本的な考えは，自社製品に

よって市場形成が可能な場所で，さらにメインテナンス事業が存在する場所に

事業機会も存在するものと捉え，海外市場の拡大に取り組んできたとのことで

ある。

海外市場への参入を促す主な要因の１つは，１９８０年代後半以降，海外に生

産拠点を移転した日系製造企業の多くが C社製品を現地法人においても使用

していたためである。

C社における海外市場への事業展開の特徴は，国或いは地域という個別市場

毎に集中的に直接投資をする形で展開されてきた。これは，進出先国・地域に

よって製品に対する法的規制や技術的基準が異なるためであった。

� 現地製造子会社の設立並びに立地要件

C社で生産される製品の技術的特性，さらには C社が進出を計画した進出

先国・地域での製品に対する法的規制や技術的基準の差違の存在により，C社

がこれらの要件に合致した市場へ進出することが C社にとって重要な進出要

因となった。

次に，C社における製品の製造工程では，作業に従事する従業員に比較的高

度な技能が必要とされるため，それらの技能を有する現地従業員を確保可能な

産業構造を持つ国や地域に立地することが重要な立地要件となった。

同時に，現地での人材採用については，人件費並びに労務費の安価な場所に

現地製造子会社を立地させるという進出方針であったため，都市部ではなく，
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都市から比較的離れた場所を現地製造子会社の立地場所として選択することに

なった。

さらに，現地製造子会社の進出に際しては，立地する地域社会（地方自治体）

から各種の優遇施策（資産の無償供与，税制面での優遇，産業インフラの整備，

人材の育成等）が提供可能なことも，C社が現地製造子会社を設立する際の立

地要件として考慮された。

� 海外業務を統括するための意思決定の在り方

C社における意思決定権限は，アジア地域に関しては海外事業部が統括し，

北米地域に関しては社長自らが指揮・統括することになっている。北米地域の

統括を社長の直属として管理運営する理由は，C社における海外事業展開の歴

史的経緯がその一因となっている。

� 海外ビジネスにおける人材の採用及び育成

C社では，人材の採用に関して，海外派遣要員獲得のための特別な採用施策

は設定されていない。しかし，近年，語学の素養を重視し，特に「英語」と「中

国語」に堪能な新卒者を採用することを重視している。

C社では，国際ビジネスに精通した人材を育成する施策として，「トレーニ

ー制度」が採用されている。この制度は，年に１名程度の割合で，海外の大学

で語学研修を受講させるものである。研修期間は，約６ヶ月である。トレーニ

ーとして選抜された研修生は，語学の研修終了後，C社の海外子会社で実務研

修を受けることになっている。なお，「トレーニー制度」の利用については，

職制に拘泥せず，同制度を利用して語学研修を希望する従業員すべてに対し開

放されているが，応募要件として，ある一定期間勤務した「勤務年数」がその

要件となっている。

海外派遣のための人材の選抜は，社内に設けられた「自己申告制度」と定期

人事異動における被派遣者のキャリア実績に基づいて決定される。選抜の審査

基準は，被派遣者が一定の語学力を有することを証明する客観的なテストに合

格することが前提となっている。
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C社において海外に派遣される派遣要員に求められる資質として最も重要な

事項は，まず仕事ができること。さらに異なる環境に適応可能な資質を有する

ことであり，語学力は二次的な資質と考えられているという指摘であった。

他方，C社では，海外の製造子会社から現地人従業員を一定期間，本社に派

遣する技術研修を実施している。海外の製造子会社のローカルスタッフを本社

従業員の能力にまで育成するには，時間と忍耐が必要であると指摘されてい

る。

一方，韓国に所在する C社の製造子会社は，既に２０年程度の事業経験を経

ており，そこでは現地人幹部はすべて「日本語」でコミュニケーションが可能

であり，会議においても「日本語」が使用されている。

また，中国に所在する C社の現地製造子会社では，「中国語」が社内での共

通言語であるが，ローカルスタッフは「日本語」を習得するために，作業終業

後，語学学校へ通学するというケースも多く，ローカルスタッフの日本語習得

の意欲は非常に高い様子である。

C社の中国における現地製造子会社では，日本語習得に熱心なローカルス

タッフに対し「語学研修助成制度」を設け，会社が従業員に代わって授業料の

一部を負担したり，給与内手当として支給されるような助成策を実施している。

� 現地での経営課題

C社の海外事業統括責任者とのインタビューでは，進出先国・地域における

現地での経営課題について，国・地域別特徴を次のように指摘されている。

北米地域は基本的に「契約社会」であり，人事管理の中で公正な人事考課が

特に求められる。また，地域により現地固有の雇用法が存在するために，雇用

施策を工夫する必要があり，さらに現地従業員の勤労意識も日本のそれとは大

きく異なるために，如何に現地人従業員を動機づけするかに苦労するというこ

とである。

一方，アジア地域では商取引における慣行が日本のそれとは異なり，また人

的ネットワークを構築しなければ事業機会を喪失するなど，ビジネス環境にお
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ける差違を念頭に置き，現地でのビジネスを如何に行うかが課題となっている

とのことである。

２） D社の事例

� 海外進出の経緯

D社の海外事業の始まりは，１９９０年代初頭の中国での現地製造子会社の設

立にある。中国での事業目的は，日本向け製品の生産及び中国市場での販売を

目的とした製品の生産であった。

� 現地製造子会社の設立・立地要件

D社が，海外生産拠点として中国に現地製造子会社を設立した理由には幾つ

かの要因が挙げられる。以下では，D社の事業統括責任者とのインタビューに

おいて指摘された主な設立理由（立地要件を含めて）を列挙する。

・原材料・部材，並びに人件費の安さ。

・日本国内では，同社の製造工程における労働環境は「３K産業」と呼ばれ，

将来的に日本国内で製品の生産が成立し難い生産・作業環境であったこ

と。

・部品・原材料等の現地調達に関して，中国では比較的高度な技術力を持つ

部品・原材料を提供可能な産業基盤が形成されており，現地調達に支障と

なる問題がなかったこと。

・中国は，将来的に販売市場として大きく拡大する潜在性を持っているこ

と。

� 海外業務を統括するための意思決定の在り方

D社では，会社全体の経営戦略の最終意思決定は，取締役を中心とした「ボ

ード・ミーティング（Board Meeting，経営会議）」において決定されることに

なっている。

D社では，１９９０年代中葉から「カンパニー制・セグメント事業部制」が採

用されており，事業に関する日常的な業務決済については，原則として各カン
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パニー・セグメントのトップマネジメントに意思決定権限が委譲されている。

事業戦略において重要な案件に関する意思決定については，起案或いは立案

は各事業部の当該部署で行い，最終的な判断はボード・ミーティングで審議さ

れる仕組みである。

海外ビジネスについても，当該事業部において事業戦略の起案作り或いは立

案が行われるが，最終的な意思決定はボード・ミーティングにおいて決定され

ることになっている。

� 海外ビジネスにおける人材の採用及び育成

D社において国際ビジネスに従事する人材に求められる資質としては，即

ち，語学の資質を有することは言うまでもなく，法律面においても幅広い知識

を有し，さらには組織での高い志（働く意欲）等である。

� 現地での経営課題

D社では，日本の親会社から２名の役職者を現地製造子会社に対し派遣して

いる。派遣要員２名のうち，１名は現地製造子会社の社長補佐として，他の１

名は技術管理の責任者として役職を担っている。

D社では，現地製造子会社が設立された当初，D社で実施されている経営手

法を現地製造子会社に移管するために，日本の親会社に現地人従業員５名を派

遣し，教育・訓練を実施している。そして，これら現地人従業員は研修終了後，

現地製造子会社に戻り，現在では幹部職員として活躍している。

さらに，D社では現地で部品・原料等を D社に納入している現地部材メー

カーを対象に，工程管理・品質管理・納期管理等の向上を図るために，自社の

現地人従業員をこれら現地部材メーカーに派遣し，OJTを中心とする技術研修

を施している。

D社の現地製造子会社における現地人従業員の経営への参画意欲は非常に高

く，日本的経営慣行の実施もなされており，さらに職場内では日本語による意

思疎通も行われている。

インタビューに回答頂いた海外事業統括責任者によると，中国は「契約社会」
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としての慣行が色濃い場所で，労使関係においても労働組合活動は活発であ

り，さらに個人間での出世競争も非常に激しく，まさに厳しい競争社会といっ

ても過言ではないと指摘された。

従って，現地製造子会社における事務部門の現地人従業員の離職率は低いも

のの，製造現場に勤務する現地人従業員の離職率は３０～４０％に達しており，

製造現場の現地人従業員を如何に採用・育成し，離職率を抑制するかが大きな

課題となっている。

３） E社の事例

� 海外進出の経緯

E社の海外事業の始まりは，１９９０年代初頭，インドネシアでの現地製造子

会社の設立にある。設立の目的は，E社の主要取引先であった日本のセット・

メーカーの海外進出（製造子会社の設立）に伴い，E社の製品（素材・部材等）

をセット・メーカーの製造子会社へ納入するために，E社の現地製造子会社を

設立する必要に迫られたためである。なお，現地製造子会社を設立した当時，

E社の製品は，現地市場向けに生産されたものではなく，第三国への輸出を目

的としたものであった。

さらに，１９９０年代中葉には，香港郊外にも現地子会社を設立した。設立の

目的は，現地の地場企業に委託加工という形態で生産の肩代わり（OEM生産）

をさせることであった。

E社では，現在，これら海外の現地製造子会社（製造工場）に加え，日本各

地においても生産を行っている。しかし，今後は日本の国内工場を順次閉鎖し，

生産拠点を海外に移転させ，日本国内では管理・技術・製品開発等の機能に特

化する体制を模索中である。

� 現地製造子会社の設立・立地要件

E社における海外市場への進出は，１９９０年代初頭，E社の主要な取引先で

あった日本のセット・メーカーの海外進出（生産基地の海外移転）に伴い，イ

ンドネシアに現地製造子会社を設立し，そこで生産された素材・部材等を日本
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のセット・メーカーによって設立された製造子会社へ供給することであった。

従って，海外進出のための主要な要因（動機）も，取引先セット・メーカーに

よる生産拠点の海外移転に伴うもので，海外市場への自社製品の販路拡大とい

うような積極的な意味での海外進出とは言い難い。

E社の現地製造子会社の立地要件については，次のような事項が重要となっ

た。

・製品の素材・部材を供給可能な現地の地場産業の存在。

・産業基盤の整備（交通，電気・水道施設，道路等）の程度。

・現地政府・自治体等からの優遇措置の有無。

� 海外業務を統括するための意思決定の在り方

海外ビジネスに関する意思決定は，これまですべて社長個人の裁量により決

定されていた。他方，E社では，今後益々海外での生産活動が増加し，日本本

社では国内・外における管理業務の充実が図られなければならない。

これまでの社長個人に集中した意思決定の在り方では，ビジネスの急激な変

化に対し組織的対応が困難となるため，意思決定の在り方をマニュアル化し，

組織的対応が可能な意思決定制度の確立とその運用のための制度作りが急務と

なっている。

� 海外ビジネスにおける人材の採用・育成

E社では，人（ヒト）を中心とした技術力・開発力の向上，そして営業力の

増強を図っており，人材への投資は同社が生き残るための重要戦略の１つであ

ると認識されている。

社内での従業員間の意思疎通については，社内共通語として「英語」を採用

し，従業員の英語運用能力を強化することに力を入れており，特に管理・営業

部門の人材については英語運用能力の向上が期待されている。

また，将来，中国とのビジネスが本格化することを考慮して，「中国語」に

地域企業の国際市場参入戦略 ７１



ついてもその運用能力を持つ人材を育成し登用することを視野に入れ，採用活

動を行う予定である。

今後，E社では，生産拠点の海外への移転は避けられない問題であり，本社

機能の充実という観点から営業部門の強化が急務と考えられており，その際，

営業部門の活動強化を図るための人材として語学力に優れ，コミュニケーショ

ン能力を有する人材を採用・育成する方針である。

� 現地での経営課題

E社の現地製造子会社では，７００名程度の現地人従業員を雇用し生産を行っ

ているが，現地製造子会社の社長は，日本の親会社から派遣された日本人派遣

社員が社長職を務め，現地人従業員の幹部登用については，課長クラスの職階

まで実施されている。

生産・技術等の指導・育成については，日本の親会社から日本人技術者を現

地製造子会社へ定期的に派遣し，現地人従業員に対して「モノ作り」について

のノウハウと考え方を丹念に指導・育成している。

さらに，香港郊外に所在する中国の地場企業（E社の製品を OEM生産する）

に対しても，E社では付加価値が高く，競争力に優れた製品を作ることをモッ

トーに，日本の親会社から日本人技術者を派遣し，地場企業の生産・技術力の

向上を図っている。

１９９０年代初頭，E社の主要な取引先であった日本のセット・メーカーの海

外進出（生産基地の海外移転）に伴い，インドネシアに現地製造子会社を建設

し，素材・部材等を日本のセット・メーカーに供給し始めた E社であるが，

現地での事業運営については，日本的なビジネス慣行と大きく異なる現地独特

の商習慣や労働慣行に関して，その対応に苦慮した経験をもっている。

E社のインドネシアの現地製造子会社では，現地人従業員に対して E社の生

産方式や雇用施策の移植が困難であると判断し，現地製造子会社の事業運営を

欧米式の契約に基づく雇用形態に変え，職務の遂行はマニュアル中心の職務形

態に変えていった経緯がある。
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むすびにかえて

本稿では，市場経済のグローバル化に伴い経営の国際化が多国籍企業とよば

れる大規模企業に管理・運営という面でどのようにその特質を変容させていく

かを茂垣広志教授の作成された発展段階モデルを援用して説明を行った。

次に，第二次世界大戦以降の日本企業の海外直接投資の動向について，業種

別・地域別にその動向を考察した。

さらに，本稿のテーマである地域企業の海外市場参入に関しては，松山市並

びにその周辺に所在する事業所（小規模事業所を含む）を対象に，海外市場参

入の経緯と参入形態，さらには海外市場への事業展開に伴って当該事業所が抱

える課題について，アンケート調査並びにインタービュー調査から得られた回

答に基づき考察を行った。

ここでは，地域に根ざして成長してきた地域企業（製造企業を対象）が海外

市場へ参入或いは海外市場に事業展開する際に，その意思決定のための２組の

要因（変数）と考えられる事項に関して，当該企業自身に内在する要因（企業

特殊的優位）と企業を取り巻く環境的要因（立地特殊的優位）に大別し，纏め

ることにする。２１）

「輸出」という手法で海外市場へ参入を試みた A社の場合，A社を取り巻く

いくつかの環境的要因（立地特殊的優位）が海外市場への参入を促進させるこ

とになっている。

第１は，A社の製品仕様が台湾政府によって同国の国内基準として認定さ

れ，同国での市場獲得を容易にしたこと。その結果，A社の製品は台湾市場に

おいて「デ・ファクト・スタンダード」として確固たる地位を築くことになっ

たこと。

第２は，台湾への輸出ビジネスにおいて，台湾の政治・経済システムが日本

のそれに酷似していたこともあり，当事者間のビジネス交渉において異なるビ

ジネス慣行から生ずる摩擦がなかったこと。
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第３は，台湾へのプラント輸出では，主要機器は A社が，周辺機器は台湾

の地場製造企業が供給し，メインテナンスについても地場製造企業を利用でき

るという産業基盤が台湾に育成されているという利点も輸出ビジネスの効率を

高めたと考えられる。

A社と同様に「輸出」という手法で海外市場へ参入を試みた B社の場合に

ついてである。B社の海外ビジネスの始まりは，「海外の顧客からの偶然の引

き合い」によるものである。海外市場への参入に関する B社の取り組みは，

戦略的な意図をもって海外市場を開拓し，その拡大を目論むということではな

く，B社の優れた製品技術が海外の顧客に知られ，その結果，次第に海外の顧

客との取引が増加していったのである。B社の事例からは，企業特殊的要因（製

品の技術的優位）に基づく海外市場への参入とその拡大と理解できる。

B社で開発された製品の特長は，他社に比較して耐久性に優れ，製品の精度

や品質についても極めて優秀で，国内・外の顧客から絶大の信頼を得ているこ

とにある。さらに，ニッチ市場における製品の絶対的な競争優位性を背景にし

て，B社の海外顧客との取引形態は，受注生産で製品の製造を行い，取引費用

は顧客がすべて負担し，代金決済は前払いが原則で，製品価格は日本国内での

販売価格と同じ値段設定で海外へ輸出されている。

B社の海外ビジネスは，当初，海外市場をターゲットにしたものではなかっ

たにもかかわらず，製品の持つ技術優位性により海外の顧客から偶然に注文を

受けたことがきっかけとなり，市場が次第に海外へ広がったという非常に稀な

事例と言えよう。

次に，「現地生産」という手法で海外市場へ参入を試みた C社の場合につい

てである。C社の場合，環境的要因（立地特殊的優位）が海外市場への参入と

その展開を促進させることになっている。

C社の海外市場戦略は，市場形成の可能性の高い場所を選択し，さらには製

品のメインテナンス事業が存在する市場に事業機会が存在すると捉え，そこで

生産・販売活動を行う形態である。その結果，北米はもとより，アセアン諸国，
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そして韓国，中国等へ現地製造子会社を建設し，海外ビジネスを飛躍的に展開

させてきた経緯がある。C社がこのような海外市場戦略を採用する主な理由

は，販売する市場毎に製品に対する法律上の規制や技術上の基準が異なるた

め，各市場毎で現地生産を行わなければならないという制約が存在したためで

ある。

さらに，製品に対する市場での異なる法的規制や技術的基準が存在するため

に，C社の製造現場で作業に従事する作業員に特定の技能が必要とされ，それ

らの技能を有する人材を確保する産業基盤を有する地域に製造工場を建設する

ことも重要な環境的要因（立地要因）の１つと考えられる。

D社の海外市場への参入動機とその形態についてであるが，D社の場合，そ

の動機は受け身的な形での海外進出である。その主な理由は，D社の製造現場

が「３K産業」とよばれる作業環境であり，早晩，生産基地を日本から海外に

移転する必要に迫られていたことであり，同時に，製造基地の移転先として，

部品や原材料等の現地調達に際し，日本における部品・原材料の供給先と同等

の技術力（品質保障を含む）を持つことが重要な立地要件となっていた。これ

らの状況を考察すると，環境的要因（立地特殊的優位）が現地工場の設立とい

う意思決定に大きな決定要因となっていることが理解できる。さらに，D社の

現地製造会社では，素材・原料等を供給している現地の地場部品・部材メーカ

ーに対し，工程管理・品質管理・納期管理等の向上を図る目的で，D社の現地

製造会社の現地人スタッフを派遣し，OJTを中心とする技術研修を施してい

る。これは，企業自身に内在する要因（企業特殊的優位）と考えられる。

E社の海外市場への参入動機とその形態も，D社と同様に，受け身的な形で

の海外進出である。即ち，製品の納入先である日本のセット・メーカーが日本

の工場を海外に移転させたため，それに伴ってセット・メーカーの海外製造工

場へ製品（部品）を供給するためにセット・メーカーの海外製造工場の近郊に

自社工場を建設したのである。E社では，海外の製造子会社の建設に際して，

地場企業の素材・部材の供給能力，インフラの整備状況，さらには現地政府や

地域企業の国際市場参入戦略 ７５



自治体からの優遇措置が，製造子会社の立地場所を決定する際の重要な決定要

因となっていることから，環境的要因が非常に重視されたことが理解される。

最後に，インタビュー調査を実施した５つの事業所における海外進出に際し

ての人材の育成に関しては，C社を除く４事業所では人材の育成とその施策が

確立されていなかった。さらに，海外の現地幹部人材の本社での登用に関して

も，その事例は皆無という状態であった。地域企業における経営の国際化に対

応した人材の育成と現地人幹部の育成・登用は，人（ヒト）の国際化並びに人

の現地化という経営課題をこれら事業所が今後も抱え，解決しなければならな

い重要な事項となっていることが理解される。

〔付記〕

この度のアンケート調査並びにインタビュー調査では，松山商工会議所国際委員

会にご協力並びにご支援を頂いた。この場を借りて，厚く御礼申し上げます。

また，アンケート調査のためのアンケート票の作成に関しては，九州産業大学経

営学部の井沢良智教授から資料の提供を頂き，さらに貴重なアドバイスを頂戴した。

心より感謝申し上げます。
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２１）茂垣広志（２００１年）『グローバル戦略経営』学文社，４６－４７頁．
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海外直接投資理論の１つと考えられる理論として，レディング大学のジョン・ダニング

による折衷理論（eclectic theory）がある。これは，企業の海外直接投資及び参入形態に関

する既存の主要理論を総合（折衷）しようという試みであり，過去の諸理論によって確認

された直接投資の主要な決定因を総合して説明しようとするものである。主要な決定因は

３つある。それらは，第１に，対外直接投資への産業組織論的アプローチの中で認識され

た「所有特殊的優位（企業特殊的優位）」。第２に，内部化理論に基づく「内部化優位」。

第３に，「立地特殊的優位（国家特殊的優位）」である。

海外直接投資の有無やその形態は，基本的にこれらの３つの要因の組み合わせにより参

入モードが選択されるという考え方である。

「所有特殊的優位」とは，具体的には企業の特殊的知識優位があげられる。例えば，企

業が自社に固有の「所有特殊優位」を多く持てば持つほど，現地での単独事業のための海

外直接投資の誘因となる。即ち，自社の優位性を持つ能力を海外子会社に移転することに

より，現地（進出先国・地域）での競争を有利に展開できるからである。

「立地特殊的優位」とは，具体的に市場の規模や市場の成長可能性の有無，或いは投資

リスク等である。国家特殊的優位という観点で，海外に立地する方が当該企業の本国で生

産を行うよりも有利な場合，企業は海外直接投資という形態で市場に参入するであろう。

「内部化優位」とは，例えば，他企業との取引の契約締結とその履行において高いコス

トが必要な場合，販売される技術の価値に関する買い手の不確実性が高い場合など，他社

との関係（外部取引市場）においてこれらのことを実行するよりも，自社内で実行する方

が有利な場合，企業は内部においてこれらの行為を自己完結的に行い，内部化による利益

を享受することになる。

なお，多国籍企業理論については，次の文献を参照されたい。

・A. M.ラグマン／D. J.ルクロウ／L. D.ブース〔中島潤，安室憲一，江夏健一監訳〕（１９８７

年）『インターナショナルビジネス（上）』マグロウヒル，１２５－１５７頁．

引 用 文 献

浅野純次（１９９６年）『海外進出企業総覧－国別編』東洋経済新報社．

福岡商工会議所（１９９６年）『変わるアジアへ成長の活路を求めて－九州の国際化・その新た

な展望－』福岡商工会議所国際部．

飯沼良祐（２００１年）『海外進出企業総覧－国別編』東洋経済新報社．

神尾昭男（１９９３年）『海外進出企業総覧－国別編』東洋経済新報社．

茂垣広志（２００１年）『グローバル戦略経営』学文社．

根本孝・茂垣広志・池田芳彦編（２００１年）『国際経営を学ぶ人のために』世界思想社．

F. R.ルート（１９８４年）〔中村元一監訳〕『海外市場戦略』HBJ出版局．

A. M.ラグマン／D. J.ルクロウ／L. D.ブース（１９８７年）〔中島潤，安室憲一，江夏健一監訳〕
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『インターナショナルビジネス（上）』マグロウヒル．

手島茂樹（２００１年）『海外直接投資とグローバリゼーション』中央大学出版部．

吉原英樹編著（１９９１年）『日本企業の国際経営』同文舘．

〔インターネット検索による文献〕

http//www.mof.go.jp/kankou/hyou.htm

http//www.mof.go.jp/kankou/hyou２．htm
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